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資料 1 調査団員・氏名 

 

(1) 基本設計調査現地調査Ⅰ（平成 13年 10月 29日～12月 12日） 

氏名 担当分野 所属 期間 

蓮見 明 総括 国際協力事業団 無償資金協力部 次長 10/29-11/8 

野邊忠司 技術参与 林野庁 森林整備部 計画課 海外林業協力室 10/29-11/8 

官

団

員 青木英剛 計画管理 国際協力事業団 無償資金協力部 業務第１課 10/29-11/8 

二澤安彦 業務主任/維持管理計画 (社)海外林業コンサルタンツ協会 10/29-11/23 

藤森末彦 造林計画 (社)海外林業コンサルタンツ協会 11/5-12/12 

東條将之 施設計画 (財)林業土木コンサルタンツ 11/5-12/12 

山下秀勝 地形図作成／ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ (社)海外林業コンサルタンツ協会 10/29-12/5 

山口啓文 造成計画 (財)林業土木コンサルタンツ 11/5-12/12 

加藤宏明 社会経済調査 (社)海外林業コンサルタンツ協会 11/5-12/2 

大原美穂 通訳 (社)海外林業コンサルタンツ協会 10/29-12/5 

コ

ン

サ

ル

団

員 

三浦一也 業務調整 (社)海外林業コンサルタンツ協会 11/5-12/2 

 

(2)基本設計調査現地調査Ⅱ（平成 14年 2月 26日～3月 18日） 

氏名 担当分野 所属 期間 

松島正明 総括 国際協力事業団 無償資金協力部 計画課 課長代

理 

2/28-3/1 

大石千尋 総括 国際協力事業団 中国事務所 次長 3/2-3/9 

長崎屋圭太 無償資金協力 外務省 経済協力局 無償資金協力課 課長補佐 3/3-3/9 

米田雅人 技術参与 林野庁 森林整備部 計画課 海外林業協力室 課長補佐 2/28-3/9 

官

団

員 

一方井真紀 計画管理 国際協力事業団 無償資金協力部 業務第１課 2/28-3/9 

二澤安彦 業務主任/維持管理計画 (社)海外林業コンサルタンツ協会 2/28-3/9 

藤森末彦 造林計画 (社)海外林業コンサルタンツ協会 2/26-3/18 

東條将之 施設計画 (財)林業土木コンサルタンツ 2/26-3/18 

山下秀勝 地形図作成／ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ (社)海外林業コンサルタンツ協会 2/26-3/18 

山口啓文 造成計画 (財)林業土木コンサルタンツ 2/26-3/18 

長嶋三郎 機材・調達計画／積算 (社)海外林業コンサルタンツ協会 3/2-3/18 

大原美穂 通訳 (社)海外林業コンサルタンツ協会 2/28-3/18 

コ

ン

サ

ル

団

員 

三浦一也 業務調整 (社)海外林業コンサルタンツ協会 3/9-3/15 
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(3)追加調査（平成 14年 8月 18日～11月 21日） 

氏名 担当分野 所属 期間 

二澤安彦 業務主任/維持管理計画 (社)海外林業コンサルタンツ協会 8/19-8/28 

藤森末彦 造林計画 (社)海外林業コンサルタンツ協会 8/18-9/4 

東條将之 施設計画 (財)林業土木コンサルタンツ 8/23-9/1 、

9/24-10/3 、

11/12-11/21 

山下秀勝 地形図作成／ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ (社)海外林業コンサルタンツ協会 8/18-9/1 

山口啓文 造成計画 (財)林業土木コンサルタンツ 8/23-9/1 

コ

ン

サ

ル

団

員 

大原美穂 通訳 (社)海外林業コンサルタンツ協会 8/19-8/28 

 

(4)基本設計概要説明調査Ⅰ（平成 14年 8月 19日～24日） 

氏名 担当分野 所属 期間 

加藤俊伸 総括 国際協力事業団 中国事務所 次長 8/19-8/23 

野邊忠司 技術参与 林野庁 森林整備部 計画課 海外林業協力室 8/19-8/24 

官

団

員 一方井真紀 計画管理 国際協力事業団 無償資金協力部 業務第１課 8/19-8/23 

二澤安彦 業務主任/維持管理計画 (社)海外林業コンサルタンツ協会 8/19-8/23 

山下秀勝 地形図作成／ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ (社)海外林業コンサルタンツ協会 8/19-8/23 

コ ン

サ ル

団員 大原美穂 通訳 (社)海外林業コンサルタンツ協会 8/19-8/23 

 

(5)基本設計概要説明調査Ⅱ（平成 14年 11月 4日～8日） 

氏名 担当分野 所属 期間 

松島正明 総括 国際協力事業団 無償資金協力部 業務第１課長 11/6-11/8 官 団

員 一方井真紀 計画管理 国際協力事業団 無償資金協力部 業務第１課 11/6-11/8 

二澤安彦 業務主任/維持管理計画 (社)海外林業コンサルタンツ協会 11/4-11/8 

山下秀勝 地形図作成／ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ (社)海外林業コンサルタンツ協会 11/4-11/8 

コ ン

サ ル

団員 大原美穂 通訳 (社)海外林業コンサルタンツ協会 11/4-11/8 
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資料 2 調査行程 

 

(1)基本設計調査現地調査Ⅰ（平成 13年 10月 29日～12月 12日） 

 

 

業務主任 団員

10 29 月
移動（東京→北京）、JICA事務所打合
せ

移動（東京→北京）、JICA事務所打合
せ

（山下・大原は業務主任に同行）

30 火
大使館・経貿部・国家林業局表
敬、移動（北京→太原）

大使館・経貿部・国家林業局表
敬、移動（北京→太原）

31 水 山西省林業庁表敬、協議 山西省林業庁表敬、協議

11 1 木 移動（太原→吉県）、視察 移動（太原→吉県）、視察

2 金 視察、移動（吉県→蒲県） 視察、移動（吉県→蒲県）

3 土 視察、移動（蒲県→湿県） 視察、移動（蒲県→湿県）

4 日 移動（湿県→太原）、打合せ 移動（湿県→太原）、打合せ

5 月 協議 協議 （その他団員が太原到着）

6 火 協議 協議 協議

7 水 移動（太原→北京）、協議、署名 移動（太原→北京）、協議、署名 山西省と打合せ

8 木 大使館・JICA事務所報告、移動（北
京→東京）

大使館・JICA事務所報告、移動（北
京→太原）

山西省と打合せ

9 金 再委託契約打合せ 再委託契約打合せ、資材調達

10 土 太原調査 移動、現地調査

11 日 太原調査 現地調査

12 月 再委託契約 現地調査

13 火 移動、現地調査 現地調査

14 水 現地調査 現地調査

15 木 現地調査 現地調査

16 金 現地調査 現地調査

17 土 現地調査 現地調査

18 日 現地調査 現地調査

19 月 現地調査 現地調査

20 火 現地調査 現地調査

21 水 現地調査 現地調査

22 木 現地調査 現地調査

23 金 移動（北京→東京） 現地調査

24 土 現地調査

25 日 現地調査

26 月 現地調査

27 火 現地調査

28 水 現地調査

29 木 現地調査

30 金 現地調査

12 1 土 現地調査

2 日 現地調査　（加藤・三浦帰国）

3 月 現地調査

4 火 現地調査

5 水 現地調査　（山下・大原帰国）

6 木 現地調査

7 金 現地調査

8 土 現地調査

9 日 現地調査

10 月 現地調査

11 火 現地調査

12 水 （藤森・東條・山口帰国）

コンサル団員
月 日曜日 官団員
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(2)基本設計調査現地調査Ⅱ（平成 14年 2月 26日～3月 18日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

官団員

業務主任 通訳 山下 長嶋 藤森／東條／山口 三浦

26 火 移動（東京→太原） 移動（東京→太原）

27 水 太原調査 太原調査

28 木
移動（東京→北京）、JICA事
務所打合せ

同左 同左 太原調査 太原調査

1 金
大使館・国家林業局表
敬、移動（北京→太原）

同左 同左 太原調査
移動（太原→隰県）、隰県調
査

2 土 現地視察 同左 同左 同左
移動（東京→北京）、北京調
査

隰県調査

3 日 現地視察 同左 同左 同左 北京調査 隰県調査

4 月 移動（現地→太原）,協議 同左 同左 同左 北京調査、移動（北京→太
原）

移動（隰県→蒲県）、蒲県調
査

5 火 協議 同左 同左 同左 太原調査 蒲県調査

6 水 協議 同左 同左 同左 太原調査
移動（蒲県→大寧県）、大寧県
調査

7 木 移動（太原→北京）、協議 同左 同左
移動（太原→大寧県）、大寧県
調査

同左 大寧県調査

8 金 協議、議事録署名 同左 同左 大寧県調査 同左 大寧県調査

9 土 移動（北京→東京） 同左
移動
（北京→
太原）

移動（大寧県→吉県）、吉県調
査

同左
移動（大寧県→吉県）、吉県調
査

移動（東京→
太原）

10 日 太原
移動（吉県→蒲県）、蒲県調
査

同左 吉県調査 太原

11 月 太原
移動（蒲県→隰県）、隰県調
査

同左 吉県調査、移動（吉県→太
原）

太原

12 火 太原
移動（隰県→太原）、太原調
査

同左 太原調査 太原

13 水 太原 太原調査 同左 太原調査 太原

14 木 太原 太原調査 同左 太原調査 太原

15 金 太原 太原調査
移動（太原→北京）、北京調
査

太原調査 移動（太原→
東京）

16 土 太原 太原調査 北京調査 太原調査

17 日
移動
（太原→
北京）

移動（太原→北京）、北京調
査

北京調査
移動（太原→北京）、北京調
査

18 月
移動
（北京→
東京）

JICA事務所報告、移動
（北京→東京）

同左 同左

曜日
コンサル団員

2

3

月 日



 147 

(3)追加調査（平成 14年 8月 18日～11月 21日） 

 

 

 

 

 

 

業務主任 通訳 山下 藤森 東條 山口

8 18 日 移動（東京→太原） 移動（東京→太原）

19 月
移動（東京→北京）、
JICA事務所打合せ

同左 太原調査 太原調査

20 火
経貿部・国家林業局
表敬、移動（北京→太

同左 太原調査 移動（太原→大寧県）

21 水 協議 同左 協議 大寧県調査

22 木 協議 同左 協議 大寧県調査

23 金
移動（太原→北京）、協
議、署名、移動（北京
→太原）

同左 太原調査 大寧県調査 移動（東京→太原） 移動（東京→太原）

24 土 太原調査 同左 太原調査 大寧県調査 太原調査 太原調査

25 日 太原調査 同左 移動（太原→大寧県） 大寧県調査 移動（太原→大寧県） 移動（太原→大寧県）

26 月 太原調査 同左 大寧県調査 大寧県調査 大寧県調査 大寧県調査

27 火 太原調査、移動（太原
→北京）

同左 大寧県調査 大寧県調査 大寧県調査 大寧県調査

28 水
JICA事務所報告、移
動（北京→東京）

同左 大寧県調査 大寧県調査 大寧県調査 大寧県調査

29 木 大寧県調査 大寧県調査 大寧県調査 大寧県調査

30 金 移動（大寧県→太原） 大寧県調査 移動（大寧県→太原） 移動（大寧県→太原）

31 土 太原調査 移動（大寧県→太原） 太原調査 太原調査

9 1 日 移動（太原→東京） 太原調査 移動（太原→東京） 移動（太原→東京）

2 月 太原調査

3 火 太原調査

4 水 移動（太原→東京）

～

9 24 火 移動（東京→太原）

25 水 太原調査

26 木 移動（太原→大寧県）

27 金 大寧県調査

28 土 大寧県調査

29 日 移動（大寧県→太原）

30 月 太原調査

10 1 火 太原調査

2 水 太原調査

3 木 移動（太原→東京）

～

11 12 火 移動（東京→太原）

13 水 太原調査

14 木 移動（太原→大寧県）

15 金 大寧県調査

16 土 大寧県調査

17 日 移動（大寧県→太原）

18 月 太原調査

19 火 太原調査

20 水 太原調査

21 木 移動（太原→東京）

コンサル団員
月 日 曜日
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(4)基本設計概要説明調査Ⅰ（平成 14年 8月 19日～24日） 

 

(5)基本設計概要説明調査Ⅱ（平成 14年 11月 4日～8日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務主任 通訳 山下

18 日 移動（東京→太原）

19 月
移動（東京→北京）、JICA事
務所打合せ

移動（東京→北京）、JICA事
務所打合せ

同左 太原調査

20 火
経貿部・国家林業局表
敬、移動（北京→太原）

経貿部・国家林業局表
敬、移動（北京→太原）

同左 太原調査

21 水 協議 協議 同左 協議

22 木 協議 協議 同左 協議

23 金
移動（太原→北京）、協議、
署名

移動（太原→北京）、協議、
署名、移動（北京→太原）

同左 太原調査

24 土 移動（北京→東京） 太原調査 同左 太原調査

25 日 太原調査 同左 移動（太原→大寧県）

26 月 太原調査 同左 大寧県調査

27 火 太原調査、移動（太原→北
京）

同左 大寧県調査

28 水 JICA事務所報告、移動
（北京→東京）

同左 大寧県調査

29 木 大寧県調査

30 金 移動（大寧県→太原）

31 土 太原調査

9 1 日 移動（太原→東京）

コンサル団員

8

月 日 曜日 官団員

月 日 曜日 官団員 コンサル団員

11 4 月
移動（東京→北京）、国家林業局説
明、移動（北京→太原）

5 火 説明・協議

6 水
移動（東京→北京）、経貿部・国
家林業局説明、JICA事務所打合せ

移動（太原→北京）、経貿部・国
家林業局説明、JICA事務所打合せ

7 木 協議、署名 協議、署名

8 金 移動（北京→東京） 移動（北京→東京）
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資料 3 関係者（面会者）リスト 

 

(1)基本設計調査現地調査Ⅰ（平成 13年 10月 29日～12月 12日） 

所属 氏名 役職 備考 

対外貿易経済合作部 康 炳建 国際経貿関係司 第７処 副処長  

 謝 城 国際経貿関係司 項目官員  

 楊 澄 国際経貿関係司 項目官員  

国家林業局 曲 桂林 国際合作司 司長  

 章 紅燕 国際合作司 副司長  

 劉 立軍 国際合作司 双辺処 処長  

 黄 雪菊 国際合作司 双辺処 項目官員  

山西省 范 堆相 副省長  

山西省 対外貿易経済合作庁 耿 建平 項目官員  

山西省 林業庁 曹 振声 庁長  

 楊 保慶 副庁長 総責任者 

 王 崇真 対外合作処 処長 責任者 

 王 建強 緑化弁公室 項目官員 C/P 

 張 福計 林業技術推広站 站長  責任者 

 任 満田 林業技術推広站 高級工程師 C/P 

 広 立剛 林業科学研究院 副院長  

 奥 小平 林業科学研究院 高級工程師 C/P 

 王 喜 楊樹豊産実験局 局長 ﾄﾞｲﾂ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

 趙 国政 楊樹豊産実験局 原項目弁公室 主任 ﾄﾞｲﾂ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

 雷 雲芳 楊樹豊産実験局 対外室 主任 ﾄﾞｲﾂ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

 邸 富宏 林業勘測設計院 副院長  

 高 和平 林業勘測設計院 項目官員 C/P 

 米 文精 生態工程専修学院 院長  

 邸 俊琦 生態工程専修学院 項目官員 C/P 

吉県 孫 振忠 副県長  

 張 占中 林業局 局長  

 李 永芳 林業局 副局長  

 豆 全忠 林業局 工程師  

 楊 世元 林業局 紅旗林場 場長  

 李 森子 屯里鎮 鎮長  

 馮 炙忠 造林公司 経理  
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大寧県 王 林 県長  

 賀 雲清 林業局 局長  

 張 新文 林業局 副局長  

 賀 建生 林業局 副局長  

 賀 阿平 林業局 副局長  

 陳 林林 林業局 国営苗畑 主任  

蒲県 楊 治平 県長  

 付 紀財 林業局 局長  

 段 蒲林 林業局 副局長  

 霍 虎 林業局 高級工程師  

 賈 本財 林業局 国営苗畑 主任  

 候 治安 水務局 抗旱服務隊 隊長  

隰県 王 有才 副県長  

 曹 忙小 林業局 局長  

 張 安福 林業局 書記  

 王 建国 林業局 副局長  

 王 文平 林業局 工程師  

 張 立根 林業局 造林専門隊 本部副隊長  

臨汾市 薫 順星 林業局 副局長  

日本大使館 湯本 博信 一等書記官  

 荻野 憲一 一等書記官  

JICA中国事務所 大石 千尋 次長  

 大山 高行 所員  

 鍛冶澤 千重子 所員  

緑 の 地 球 ネ ッ ト ワ ー ク

(NGO) 

高見 邦雄 事務局長 植林ボランティア 

 武 春珍 大同市青年連合会（緑の地球ネットワーク所長） 植林ボランティア 

 

(2)基本設計調査現地調査Ⅱ（平成 14年 2月 26日～3月 18日） 

所属 氏名 役職 備考 

対外貿易経済合作部 康 炳建 国際経貿関係司 第７処 副処長  

国家林業局 曲 桂林 国際合作司 司長  

 章 紅燕 国際合作司 副司長  

 劉 立軍 国際合作司 双辺処 処長  

山西省 范 堆相 副省長  
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 連 耀峰 外事弁公室 礼賓交流処 処長  

山西省 対外貿易経済合作庁 田 保民 国外経済技術合作処 項目官員  

山西省 林業庁 曹 振声 庁長  

 楊 保慶 副庁長 総責任者 

 王 崇真 対外合作処 処長 責任者 

 王 建強 緑化弁公室 項目官員 C/P 

 張 福計 林業技術推広站 站長  責任者 

 任 満田 林業技術推広站 高級工程師 C/P 

 劉 振良 林業科学研究院 院長  

 広 立剛 林業科学研究院 副院長  

 奥 小平 林業科学研究院 高級工程師 C/P 

 馮 月生 林業科学研究院 高級工程師 C/P 

 常 中芳 林業勘測設計院 院長  

 邸 富宏 林業勘測設計院 副院長  

 高 和平 林業勘測設計院 項目官員 C/P 

 米 文精 生態工程専修学院 院長  

 邸 俊琦 生態工程専修学院 項目官員 C/P 

吉県 孫 振忠 副県長  

 張 占中 林業局 局長  

 李 永芳 林業局 副局長  

 豆 全忠 林業局 工程師  

 馮 炙忠 造林公司 経理  

大寧県 楊 玉龍 共産党 書記  

 姚 �章  共産党 副書記  

 王 林 県長  

 賀 建新 副県長  

 賀 雲清 林業局 局長  

 張 新文 林業局 副局長  

 賀 建生 林業局 副局長  

 賀 阿平 林業局 副局長  

蒲県 楊 治平 県長  

 付 紀財 林業局 局長  

 段 蒲林 林業局 副局長  

 霍 虎 林業局 高級工程師  

隰県 王 藍生 副県長  
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 曹 忙小 林業局 局長  

 張 安福 林業局 書記  

 � 玉生 林業局 副局長  

 康 文兵 林業局 助理工程師  

日本大使館 山内 裕也 二等書記官  

JICA中国事務所 大石 千尋 次長  

 鍛冶澤 千重子 所員  

 

(3)追加調査（平成 14年 8月 18日～11月 21日） 

所属 氏名 役職 備考 

山西省 林業庁 楊 保慶 副庁長 総責任者 

 王 崇真 対外合作処 処長 責任者 

 張 福計 林業技術推広站 站長  責任者 

 任 満田 林業技術推広站 高級工程師 C/P 

 奥 小平 林業科学研究院 高級工程師 C/P 

 常 中芳 林業勘測設計院 院長  

 朱 世忠 林業勘測設計院 副院長  

 高 和平 林業勘測設計院 項目官員 C/P 

大寧県 王 林 県長  

 賀 建新 副県長  

 賀 雲清 林業局 局長  

 張 新文 林業局 副局長  

 賀 建生 林業局 副局長  

 賀 阿平 林業局 副局長  

 

(4)基本設計概要説明調査Ⅰ（平成 14年 8月 19日～24日） 

所属 氏名 役職 備考 

対外貿易経済合作部 康 炳建 国際経貿関係司 第７処 副処長  

 楊 澄 国際経貿関係司 項目官員  

国家林業局 章 紅燕 国際合作司 副司長  

 劉 立軍 国際合作司 双辺処 処長  

山西省 王 茂設 副秘書長  

山西省対外経済貿易庁 田 保民 国外経済技術合作処 項目官員  

山西省 林業庁 楊 保慶 副庁長 総責任者 

 王 崇真 対外合作処 処長 責任者 
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 張 福計 林業技術推広站 站長  責任者 

 任 満田 林業技術推広站 高級工程師 C/P 

 奥 小平 林業科学研究院 高級工程師 C/P 

吉県 衛 正平 林業局 副局長  

大寧県 賀 雲清 林業局 局長  

蒲県 付 紀財 林業局 局長  

隰県 馮 鳳祥 林業局 副局長  

日本大使館 湯本 博信 一等書記官  

JICA中国事務所 鍛冶澤 千重子 所員  

 

(5)基本設計概要説明調査Ⅱ（平成 14年 11月 4日～8日） 

所属 氏名 役職 備考 

対外貿易経済合作部 康 炳建 国際経貿関係司 第７処 副処長  

 謝 城 国際経貿関係司 項目官員  

国家林業局 曲 桂林 国際合作司 司長  

 劉 立軍 国際合作司 双辺処 処長  

山西省 林業庁 楊 保慶 副庁長 総責任者 

 王 崇真 対外合作処 処長 責任者 

 張 福計 林業技術推広站 站長  責任者 

 任 満田 林業技術推広站 高級工程師 C/P 

 奥 小平 林業科学研究院 高級工程師 C/P 

JICA中国事務所 加藤 俊伸 次長  

 鍛冶澤 千重子 所員  
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資料 6 事業事前評価表 

 

１．協力対象事業名 

中華人民共和国：中国第二次黄河中流域保全林造成計画 

２．我が国が援助することの必要性・妥当性 

(1)我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性 

我が国は、1979年の大平総理（当時）訪中の際、中国の近代化努力に対して我が国とし

てできる限りの協力をすることを表明して以来、積極的に経済協力を促進してきており、

中国は我が国援助の最重点国の一つに位置付けられている。我が国は、以下の点を踏まえ

て、中国への援助を実施することを基本的立場としてきた。 

（イ）中国は、我が国と地理的に隣接し、政治的、歴史的、文化的に密接な関係にある。 

（ロ）我が国と中国との安定した友好関係の維持・発展が、アジアひいては世界の平和と

安定につながる。 

（ハ）経済関係において、二国間政府ベースの経済・技術協力、民間の投資・貿易、資源

開発協力などを含む幅広い分野にわたってその深さと広がりを増して発展してきている。 

（ニ）経済の近代化を最優先課題として位置付け、経済改革及び対外開放政策を進めてい

る。 

（ホ）広大な国土面積と多数の人口を有し、一人当たり GNPが 850ドル（2001年）と低

く、援助需要が高い。 

(2)当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性 

 中国では、長い歴史を通じて森林が減少し、森林のもつ水土保全機能が失われ土砂の流

出が増大しており、土地生産力の低下、洪水などの諸問題が顕在化している。このような

状況に対処するため、中国政府は 1998年に「全国生態環境建設計画（1998～2050年）」を

策定して環境政策を強化し、その一環として森林の回復に努めている。とりわけ、黄河流

域には侵食を受けやすい黄土が堆積した黄土高原が含まれ、ここからの土砂の流出が著し

いことから、中国政府は黄河流域を重点地区に指定して森林の造成を指導している。 

黄河中流域に位置する山西省では、森林造成を進める国の政策に沿って、1998年におけ

る 11.7％の森林被覆率を 2050年に 45％とすることを目標としている。 

この目標を達成するため、山西省林業庁は、1998年以降新たに農民など個人による植林

を奨励している。しかし、農民が植林を行う際に必要な技術については、林業部門の普及

担当者は経験が乏しく、農民への技術普及は十分でない。今後森林被覆率向上の目標を達

成するためには、農民による植林を推進すること、そのために技術普及を徹底することが

不可欠となっている。  

 このため、山西省林業庁が森林被覆率向上を目標として技術普及を円滑に実施し得るよ

う、我が国は、技術普及のモデルとなる森林を造成するとともに、普及担当者の普及能力

を高める訓練などに対して支援するものである。 
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３．協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 

 本プロジェクトは、黄河中流域の昕水河流域において、森林被覆率の向上を図ることを

目標とする。 

４．協力対象事業の内容 

(1)対象地域 

 中華人民共和国山西省昕水河流域（吉県、大寧県、蒲県、隰県） 

(2)アウトプット 

 ①山西省林業部門の普及担当者は、農民対して植林技術を普及する能力が向上する。 

②造成された森林を植林技術普及のモデルとして利用することが可能になる。 

③植林技術の普及に必要な車両、OA機器等の機材が整備される。 

(3)インプット 

【日本側】 

 ①モデル林の造成のための苗木 667万本、作業員 80万人日 

 ②普及活動用車両、OA機器など 24種 72台・セット 

③モデル林の造成、植林技術普及の訓練のための日本人専門家 11人、177.29M/M  

【相手国側】 

①作業実習を含む普及活動の実施 

②山西省林業庁のプロジェクト弁公室及び大寧弁公処 

③山西省林業庁の普及担当者２名 95.00M/M、植林施工監理担当者１名 36.00M/M、事務

職員、運転手等 

④ローカルコストとして普及活動経費、植林地の維持管理経費など 

(4)総事業費 

 概算事業費 19.13億円（日本側 18.40億円、中国側 0.73億円） 

(5)スケジュール 

 詳細設計期間を含め約 60ヶ月の工期を予定 

(6)実施体制 

 責任機関：国家林業局 

 実施機関：山西省林業庁 

５．プロジェクトの成果 

(1)プロジェクトにて裨益を受ける対象の範囲及び規模 

裨益対象範囲：中華人民共和国山西省昕水河流域（吉県、大寧県、蒲県、隰県） 

裨益人口：35万人 

(2)事業の目的（プロジェクト目標）を示す成果指標 

協力対象事業によって 2008年までに 4,900haの森林が造成される。 

(3)その他の成果指標 

（イ）昕水河流域（吉県、大寧県、蒲県、隰県）における森林被覆率は、技術普及の拡大
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によって、1998年の 27.2％から 2010年には 38％程度になる。 

（ロ）プロジェクト対象地の観測ポイントにおいて観測される土砂流出量は、森林が造成

されることによって減少する。 

６．外部要因リスク（事業の目的（プロジェクト目標）の達成に関するもの） 

①計画期間終了後も、中国側による植林技術の普及活動が継続的に実施されること。 

②計画期間終了後も、中国側による植林地の維持管理が適切に行われること。 

③森林の保全、育成を推進する中国の政策に変化がないこと。 

７．今後の評価計画 

(1)事後評価に用いる成果指標 

 昕水河流域（吉県、大寧県、蒲県、隰県）における森林被覆率 

(2)評価のタイミング 

 技術普及の成果が現れる 2010年以降 
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資料 7 収集資料リスト 

 
N

o 

名称 形態 オリジナ

ル・コピー別 

発行機関 発行年月日 

１ 水土保持生態建設法規・標準総編 第一巻法律法

規巻 

図書 コピー 中国標準出版社 01年 4月 

２ 水土保持生態建設法規・標準総編 第二巻通用巻 図書 コピー 中国標準出版社 01年 4月 

３ 水土保持生態建設法規・標準総編 第三巻工程巻 図書 コピー 中国標準出版社 01年 4月 

４ 水土保持生態建設法規・標準総編 第四巻 林草

農業技術巻 

図書 コピー 中国標準出版社 01年 4月 

５ 中華人民共和国土地管理法 図書 コピー 中国法制出版社 00年 2月 

６ 中華人民共和国農業法・基本農田保護条例 図書 コピー 法律出版社 93年 7月 

７ 中国税制概覧（2002年版） 図書 コピー 経済科学出版社 02年６月 

８ 税法（Ⅰ） 図書 コピー 中国税務出版社 01年１月 

９ 全国造林技術規程 図書 コピー 中国標準出版社  

10 造林質量管理暫行規程 図書 コピー   

11 退耕還林工程建設検査験収規程 図書 コピー   

12 森林資源規則設計調査主要技術規程 図書 コピー 国家林業部 96年 7月 

13 中国林業統計年鑑 2000 図書 コピー 中国林業出版社 01年 9月 

14 Chinese Forestry 1946-1999 図書 コピー   

15 Forestry in China 図書 オリジナル   

16 China Forestry Developmennt Report 2001 図書 オリジナル   

17 中国地帯差と中西部開発 図書 コピー 清華大学出版社 00年 5月 

18 中国郷村生活 図書 コピー 時事出版社 98年 2月 

19 山西森林 図書 コピー   

20 WTOと山西 図書 コピー 山西経済出版社 01年 5月 

21 山西省歴史地図集 図書 コピー 中国地図出版社 00年 9月 

22 山西省自然地図集 図書 コピー 上海中華印刷 84年 12月 

23 山西省農業地図集 図書 コピー 中国地図出版社 97年 1月 

24 林業行政執法手冊 図書 コピー 山西省林業庁 97年１月 

25 黄土高原水土保持 図書 コピー 黄河水利出版社 96年 10月 

26 黄土高原治山技術培訓教材 図書 コピー 北京林業大学治山

技術培訓中心 

99年 9月 

27 黄土高原人工林水分生態研究 図書 コピー 中国林業出版社 01年 10月 

28 山西省昕水河流域生態経済型防護林体系建設模 プリント コピー 山西省造林局ほか 95年 3月 
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範工事２期長期計画(96-00年) 

29 退耕還林（草）培訓教材 プリント コピー 吉県林業局 00年 6月 

30 退耕還林工程 宣伝材料集 プリント コピー 大寧県林業局 02年６月 

31 吉県林業局公開行政執法責任制度（試行） プリント コピー 吉県林業局 98年 10月 
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資料 8  森林被覆率の現状と目標 

 

 

 本報告書本文で記述した森林被覆率について、一覧表に整理すると次のとおりである。 

 

（注） 

１「現状」欄 

 「中国全土」、「山西省」、「昕水河流域」の値は、第４次全国森林資源調査による。「プロジェクト対象地」

の値は、本調査における調査値である。 

２「目標」欄 

 「中国全土」、「山西省」の値は、それぞれの生態環境建設計画における計画値である。「昕水河流域」の

値は、本調査における推計値である。「プロジェクト対象地」の値は、本調査における計画値である。 

区分

中国全土 1998 年 2050 年

13.9 ％ 26.0 ％以上

山西省 1998 年 2050 年

11.7 ％ 45.0 ％

昕水河流域 1998 年 2010 年

27.2 ％ 38.0 ％程度

プロジェクト対象地 2001 年 2007 年

（サイト４地区） 8.3 ％ 66.8 ％

（吉県、大寧県、
蒲県、隰県）

目標現状
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資料９ 社会経済調査の概要 

 

 

１調査方法 

 
本調査は、2001年11月から12月にかけてプロジェクト対象地とその周辺の地域（以下「調査地区」と言う）
の農家を対象に、無作為抽出により、調査地区ごとに75戸（4調査地区合計で300戸）を選び、各戸訪問の面接
調査として実施した。実際の面接調査は、山西生態工程専修学院に委託して実施した。 
調査地区別の調査戸数は、表-1のとおりである。 
 

表-1 調査地区別の調査戸数 

 

地

区 
郷鎮  自然村  総戸数 

面接調

査戸数 

プロジェ

クト対象

地の内外 

地 

区 
郷鎮  自然村  総戸数 

面接調査

戸数 

プロジェ

クト対象

地の内外 

染界村 47 26 内 上东堡村 35 11 外 

辛庄村 40 19 内 下东堡村 30 8 内 

岔上村 31 5 内 风落村 35 20 内 

韩信岭村 43 5 外 岭头村 30 18 内 

南岭村 68 5 外 川庄村 62 5 外 

黄土鎮 

 

黄土村 316 5 外 田间村 20 5 内 

寨子郷 去延村 60 10 内 西河坡村 15 3 外 

黄

土 

小計   75  

三多郷 

桐坡底村 20 5 外 

上韩店村 22 5 内 

三 

多 

小計   75  

下韩店村 27 9 内 大回宫村 39 24 内 

上红道村 37 5 内 小回宫村 21 8 内 

下红道村 62 5 内 桃园村 40 10 外 

和店村 6 2 内 相坡岭村 23 9 外 

徐店村 25 11 内 上古塔村 20 5 外 

上太夫村 52 13 外 赵尖村 26 9 内 

下太夫村 35 6 外 许尖村 19 7 内 

辛庄村 30 10 外 

屯里鎮 

闫家社村 34 3 外 

反底村 69 5 外 

屯 

里 

小計   75  

紅道郷 

百店村 30 4 外 合計   ３００  

解

家

河 

小計   75   

风落村（三多地区） 
上韩店村（解家河地区）
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２調査結果 

 

(1) 世帯状況（表-2） 

戸主は1戸を除き全戸が男性の婚姻者で、平均年齢は43歳である。学歴は中学卒業が最も多く66％、小学卒
業19％、高等中学（高校）卒業13％、学校歴無2％となっている。家族構成は、夫婦のほか子供1～4人、老人
は10戸に1戸程度であり、戸主世代が比較的若いのに同居老人は少ない。働き手は夫婦と子供1人を含む3人、
雇用労働力はほとんどない。戸籍は全戸が現在地にあり、他県省からの移住農家17戸は現在地に定住予定である。 
 

表-2 世帯状況 
移住者（戸） 

戸主（人） 
学歴 

（上段；人、下段；構成比%） 
家族（人・１戸平均） 

現在の戸籍

（戸） 一時的滞在 

地区別 

男 女 
他県出

生 
既婚 

平均年

齢（歳） 
無 小学 中学 高中 合計 子供 

労働

力  
老人 合計 

雇用労

働力

（人） 現在

地 
外地 来住時 

転出

予定

時 

現在地

に定住 

299 1 9 299 42.5 7 56 196 40 299 1.53 3.00 0.11 4.63 8 300    17 
計 

     2 19 66 13 100           

74 1 1 75 41.4 3 28 36 8 75 1.61 2.51 0.39 4.51 8 75    1 
黄土 

     4 37 48 11 100           

75  1 74 44.6 4 18 44 9 75 1.11 3.45 0.01 4.57  75    2 
解家河 

     5 24 59 12 100           

75   75 42.0 1 5 61 8 75 1.59 2.83  4.43  75    1 
三多 

     1 7 81 11 100           

75  7 75 42.0  5 55 15 75 1.83 3.23 0.04 5.03  75    13 
屯里 

      7 73 20 100           

ヤオトン住宅で暮らす家族（解家河地区） 



 190 

(2) 生活状況(表-3,4,5) 
 耐久消費材の普及率は、最も高いのはミシンの73％、次いで白黒テレビの64％、カラーテレビの36％となっ
ており、どの家にもミシンとテレビは見受けられる。一般的に各農家は質素であるが、テレビは唯一の娯楽、情
報源と見られる。ラジオ、電気洗濯機、電気冷蔵庫は一桁台で低い。 
外部情報源としては、テレビのほか、村の集会や口コミが多く、新聞は2割余である。 
交通輸送手段のうち荷物運搬手段では、荷車と馬車が30％程度で、小型トラックは15％に止まる。ただし、屯
里では小型トラックが57％と際立って高い。また、人の交通手段では、自転車が85％、バイク18％となってい
る。 
 

表-3 生活条件(３の１) 

(1)生活資材 (2)文化生活 (3)交通、輸送手段 

新聞購読 外部情報源 荷物運搬 人の交通 

地区別 区分 ラジ

オ 

白黒

テレ

ビ 

カラ

ーテ

レビ 

電気

洗濯

機 

電気

冷蔵

庫 

ミシ

ン 

石油

ラン

プ 

その

他  有 無 
ラジ

オ 

テレ

ビ 

村集

会口

コミ 

映画 

そ

の

他 

人力 荷車 馬車 

小型

トラ

ック 

そ

の

他 

自

転

車 

バイ

ク 

自

動

車 

公共

交通

機関 

その

他 

戸数 13 191 107 18 4 220  3 67 233 13 296 107  14 21 91 86 45 71 254 54  117 19 
計 

普及率 4 64  36 6 1 73  1 22 78 4 99 36  5 7 30 29 15 24 85 18  39 6 

戸数 9 51 24 7  66   29 46 9 74 63  10 8 21 14  36 60 16  46 6 
黄土 

普及率 12 68  32 9  88   39 61 12 99 84  13 11 28 19  48 80 21  61 8 

戸数  48  26 1  42  1 20 55  74 2   9 38 19 2 11 62 9   7 
解家河 

普及率  64  36 1  56  1 27 73  99 3   12 51 25 3 15 83 12   9 

戸数 2 51  23 1  49  1 10 65 2 73 42  4 2 29 28  18 64 9  41 6 
三多 

普及率 3 68  31 1  65  1 13 87 3 97 56  5 3 39 37  24 85 12  55 8 

戸数 2 41  34 9 4 63  1 8 67 2 75    2 3 25 43 6 68 20  30  
屯里 

普及率 3 55  45 12 5 84  1 11 89 3 100    3 4 33 57 8 91 27  40  

注：普及率：％ 
 

小型三輪車（屯里地区）
ヤオトン住宅の玄関：電線がひかれ、

自転車がおかれている（解家河地区） 
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 生活用水の水源をみると、水道の普及率は4調査地区全体では40％であるが、地区間には大きな差があり、黄
土、屯里がそれぞれ93％,67％であるのに対し、解家河,三多は水道設備がない。解家河では生活用水のほとんど
を河川から得ており、三多では河川と井戸の比率が7:3である。生活用水の使用量は、4調査地区の平均で一人1
日14リッターであるが、水道普及率の高い黄土と屯里では比較的多い。生活用水を河川、井戸から運搬する所要
時間は、平均で1日当たり13分であるが、黄土の6戸は52分もかかっている。 
 農業用水を河川から取水している農家は全体で14％であるが、その大半は屯里である。屯里では、農家の約半
数が河川利用の灌漑を行っている。 
家畜用水は、全体では河川利用が44％、水道利用が39％、井戸利用が16％である。 
 

 表-4 生活条件（３の２） 

（4）水の利用 

生活用水源(戸) 専用井戸（戸） 農耕用灌漑水（戸） 家畜用水（戸） 

井戸 井戸 井戸 地区別 区分 

水道 
専用 共用 

河川 溜池 

用水

量リッ

ター

／人・

日 

水道以外

の用水

運搬時間

（分） 

深さ 

（ｍ） 

人力

汲み

上げ 

手動

ポン

プ 

動力

ポン

プ 
専用 共用 

河川 溜池 
専用 共用 

河川 溜池 水道 

戸数 120 35 12 131 2 300 178 34 31  3   43  37 12 131 2 117 

普及率 40 12 4 44 1 100 59 11 8  1   14  12 4 44 1 39 計 

1 戸平均      14 13 8             

戸数 70   6  75 6       5    6  69 

普及率 93   8  100 8       7    8  92 黄土 

1 戸平均      15 52              

戸数    74  75 74       2  1  74   

普及率    99  100 99       3  1  99   解家河 

1 戸平均      10 15              

戸数  24  50  75 74 24 22  1     24  49   

普及率  32  67  100 99 32 29  1     32  65   三多 

1 戸平均      10 7 8             

戸数 50 11 12 1 2 75 24 10 9  1   36  12 12 2 2 48 

普及率 67 15 16 1 3 100 32 13 12  1   48  16 16 3 3 64 屯里 

1 戸平均      20 14 9             

注：普及率；％ 
 

 川からポンプアップした水の貯水タンク

（プロジェクト対象地の外：大寧県） 
ヤオトン住宅の中の水瓶

（黄土地区） 
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 燃料については、50年～30年前から石炭が使用され始め、現在はこれが主要な燃料となっている。その年間消
費量は、平均で3.6トン、三多が最も少なく2.7トン、他の3調査地区は4トン前後である。調査地区ごとに石
炭の使用開始年をみると、解家河が1952年と最も早く、黄土1965年、屯里1971年、三多1972年となっており、
理由は分からないが大きな差がある。薪はそのほとんどが自家用果樹園で剪定した枝などで、全体で39％の農家
が利用し、1戸平均使用量は1.2トンである。ただし、その利用は黄土と三多に限られており、果樹園が少ない
解家河、屯里では薪の利用がない。採取距離は0.3～1.3km、採取回数は週1回程度である。これらに次ぐ燃料は
麦藁であり、利用できる資源は全て利用し尽くされている。 
 生活上の要望を強い順（全農家300戸に対する要望農家の比率％の順）に挙げれば、1.病院（98％）、2.道路（95％）、
3.学校（90％）、4.水道（62％）、5.電気（52％）、6.その他（33％）となっており、社会基盤整備への要望が強い。
「その他」としては、農産物の市況情報入手のために電話への要望がある。 
家計をみると、毎月の支出額は、在学生のいる230戸の農家では生活費190元＋教育費143元＋生産活動費133
元＝466元（１年では約5,600元）、在学生のいない70戸の農家では生活費190元＋生産活動費133元＝323元（１
年では約3,900元）となる。教育費が大きな比重を占めていることが分かる。 

表-5 生活条件（３の３） 

(5)燃料 (6)生活要求 (7)毎月平均支出（元/戸） 

石炭 薪 薪の自家採取 其他燃料 

地

区

別 

区分 使用

開始

年 

年消

費量

（ト

ン） 

年消

費量

（トン） 

購

入

す

る 

購

入

し

な

い 

自家

用農

家林 

果

樹

園 

放

牧

地 

採

取

距

離

（ｋ

ｍ） 

回 

数／

週 

電

気 

石

油 

バ 

イ 

オ 

ガ 

ス 

家畜

の糞 

稲

藁 

麦

藁 

干

草 

その

他 

水 
道 

路 

電 

気 

学 

校 

医 

院 

 

そ 

の 

他 

 

日 

常 

生 

活 

費 

 

教 

育 

費 

 

生 

産 

活 

動 

費 

合 

計 

戸数 299 300 117  299 1 119  120 120 1  4  7 158 2 284 187 284 156 271 293 100 300 230 300 300 
計 

平均 1965 3.6 1.2      0.7 1.1               190 143 133 433 

戸数 75 75 60  75  62  62 62 1     18 1 75 17 74 54 62 75 24 75 65 75 75 黄

土 平均 1965 4.0 1.0      1.0 1.0               179 81 115 364 

戸数 75 75 3  75 1 2  3 3      8 1 75 75 75 12 69 73 25 75 46 75 75 解

家

河 平均 1952 3.7 0.2      1.3 2.0               160 220 125 420 

戸数 75 75 54  74  54  54 54      69  69 75 75 56 72 73 2 75 52 75 75 三

多 平均 1972 2.7 1.5      0.3 1.2               174 159 142 426 

戸数 74 75   75  1  1 1   4  7 63  65 20 60 34 68 72 49 75 67 75 75 屯

里 平均 1971 4.2       0.5 1.0               249 138 148 520 

ヤオトン住宅のかまど（解家河地区） 果樹園（三多地区） 
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(3) 農業生産状況(表-6,7,8) 
 1戸当たりの農産物販売額は、平年作6,070元、旱魃作3,923元、大旱魃作2,356元である。調査地区別にみ
ると、４地区平均に対して黄土76％、解家河107％、三多88％、屯里129％となる。これらの差は、おおむね耕
作地面積の大小に対応している。また、黄土と三多では果樹園を有する農家が多いが、産物販売額への寄与は小
さい。なお、最近は旱魃が常態化しつつあり、農業収入だけで家計（在学生のいる農家で年間約5,600元、在学
生のいない農家で約3,900元）を維持することは難しい状況にある。 
 副収入についてみると、全農家1戸当たりの平均入額で1,523元であり、家計を維持する上で大きな比重を占
めている。調査地区別には、最も多いのは屯里の2,723元、最も少ないのは三多の580元である。副収入の収入
源は、雇用労働が最も多く、雇用労働への参加農家 1 戸当たりの年間参加日数は 70 日で、最も多いのは屯里の
87日、最も少ないのは黄土、解家河の49日である。 
 土地利用の状況では、各農家は耕作地、果樹園、宅地を保有しており、森林及び採草放牧地については農家の
保有はない。ほとんど全ての農家は畑を保有し、平均面積は15ムー（1.0ha）であるが、調査地区別にみると最
高は屯里の20ムー（1.3ha）、最低は黄土の9ムー（0.6ha）で約2倍の幅がある。これら畑のうち土地使用証を
有する面積は 24％である。水田は極めて少なく、屯里の一部農家が保有し、平均4ムー（0.3ha）である。果樹
園は黄土と三多に多く、その他の地区では少ない。その面積は黄土で平均2ムー（0.1ha）、三多で5ムー（0.3ha）
である。 
 

表-6 農業生産（３の１）      

(1) 農産物 

年間販売額(元) 
(2) 副収入 (3) 土地利用面積(ムー) 

手工芸加工品 織物 薬草採取 雇用労働 その他 耕作地 果樹園 森林 
採草・

放牧地 
宅地 

水田 畑 

地

区

別 

区分 
平年

作 

旱魃

作 

大旱魃

作 

年間

販売

額

(元) 

 

従事

日数

(人·

日/

年) 

年間

販売

額

(元) 

 

従事

日数

(人·

日/

年) 

年間

販売

額

(元) 

 

従事

日数

(人·

日/

年) 

年間

収入

額

(元) 

 

従事

日数

(人·

日/

年) 

年間

販売

額

(元) 

 

従事

日数

(人·

日/

年) 

合計 総

面

積 

土 

地 

証 

有 

総

面

積 

土

地

証

有 

 

総 

面 

積 

 

土 

地 

証 

有 

 

総

面

積 

 

土

地

証

有 

 

天

然

草

地 

 

人

工

草

地 

 

総 

面 

積 

 

土 

地 

証 

有 

合 

計 

戸数 300 300 300 11 11   36 35 176 176 15 15 300 36 36 299 286 138 107     300 300 300 

平均 6070 3923 2356 727 30   525 25 2139 70 3567 185 1523 4 4 15 4 3 2     0.45  17.9 計 

構成比 100 65 39 2    4  82  12  100   100 24 100 52        

戸数 75 75 75 8 8   33 32 34 34 2 2 75 4 4 75 72 67 66     75 75 75 

平均 4637 2996 1843 300 17   539 26 1494 49 4000 275 1053 2 2 9 3 2 2     0.50  11.9 
黄

土 

構成比 100 65 40 3    23  64  10  100   100 29 100 93        

戸数 75 75 75 2 2     56 56 3 3 75   75 75 2 2     75 75 75 

平均 6475 4461 3023 2000 700     1986 66 500 167 1736   19 4 2 2     0.40  19.0 

解

家

河 構成比 100 69 47 3      85  12  100   100 23 100 100        

戸数 75 75 75     1 1 12 12 9 9 75   74 68 53 29     75 75 75 

平均 5351 3468 2224     200 10 1400 49 2944 178 580   14 4 5 3     0.39  17.2 
三

多 
構成比 100 65 42 1      97  2  100   100 25 100 31        

戸数 75 75 75 1 1   2 2 74 74 1 1 75 32 32 75 71 16 10     75 75 75 

平均 7816 4768 2327 1600 50   450 15 2672 87 4000 120 2723 4 4 20 5 5 3     0.50  23.6 
屯

里 
構成比 100 61 30 3      97  2  100   100 23 100 41        

注：構成比；％ 
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 家畜の飼育に関しては次のとおりである。家畜の種類では、鶏を飼育する農家は全農家のほぼ 90%に達し、次
いで豚74％、牛32％、馬21％、驢馬5％、山羊3％の順となっている。植林木を食害する可能性のある山羊につ
いては、本調査では4調査地区全体の農家戸数の3％（10戸）、１戸平均44頭であった。調査時点で放牧が禁止
されていた解家河には飼育農家がなく、黄土に6戸、三多に3戸、屯里に1戸の合計10戸となっている。 
 家畜の販売では、販売した農家は4調査地区全体の74％で1戸平均約2頭、その主体は豚（黒豚が多い）と推
定され、1戸平均 914 元の販売額である。自家消費は少ない。飼育方式はほとんどが舎飼で、放牧と舎飼を併用
している10戸は山羊を飼育していると推定される。 
 

表-7 農業生産（３の２） 

（4）家畜·放牧 

①家畜 

種   類 年平均販売額 飼育方式 地区

別 
区分 

肉 

用 

牛 

乳 

用 

牛 

綿羊 山羊 馬 豚 驢馬 鶏 
耕 

牛 

そ 

の 

他 

販売頭数 金額（元） 
自家消費

頭数 
放牧のみ 舎飼のみ 

放牧＋

舎飼 

戸数 8 1 3 10 62 223 16 267 95 6 223 223 40  275 10 

対全戸比 3 0 1 3 21 74 5 89 32 2 74  13  92 3 

頭数計 10 1 6 443 63 448 16 4229 157 6 485 203740 40    
計 

1 戸平均 1.3 1.0 2 44.3 1.0 2.0 1.0 15.8 1.7 1.0 2.2 913.6 1.0    

戸数  1 3 6 11 68 2 68 5  74 74 15  65 7 

対全戸比  1 4 8 15 91 3 91 7  99  20  87 9 

頭数計  1 6 210 11 134 2 783 7  176 6870 15    
黄土 

1 戸平均  1.0 2 35.0 1.0 2.0 1.0 11.5 1.4  2.4 92.8 1.0    

戸数     1 39 5 63 53 5 39 39 1  69  

対全戸比     1 52 7 83 71 7 52 52 1  92  

頭数計     1 55 5 953 84 5 54 26400 1    

解家

河 

1 戸平均     1.0 1.4 1.0 15.1 1.1 1.0 1.4 677.0 1.0    

戸数 3   3 18 53 8 63 11  54 54 1  66 3 

対全戸比 4   4 24 71 11 84 15  72 72 1  88 4 

頭数計 5   200 18 72 8 822 11  113 39100 1    
三多 

1 戸平均 1.7   67.0 1.0 1.4 1.0 13.0 1.0  2.1 724.0 1.0    

戸数 5   1 32 63 1 73 26 1 56 56 23  75  

対全戸比率% 7   1 43 84 1 97 35 1 75 75 100  100  

頭数計 5   33 33 187 1 1671 55 1 142 69570 23    
屯里 

1 戸平均 1.0   33.0 1.0 2.5 1.0 22.8 2.1 1.0 2.5 1242.0 1.0   

注：対全戸比；％ 
 

驢馬の飼育（解家河地区）
鶏の飼育（黄土地区） 
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 飼料に関しては、採草地はなく、購入飼料の使用も農家全体の22％にすぎない。多くは農産物の残滓と放牧に
頼っていると考えられる。自宅から放牧地までの距離は1～3kmで、1日当たりの放牧時間は6～7時間、放牧時
刻は9時～17時である。また、放牧を担う牧童の年齢は19歳と若い。 
 

表-8 農業生産（３の３） 
（4）家畜·放牧 

②飼料・牧草 ③放牧地 

購入飼料 私有採草地 共有採草地 私有放牧地 共有放牧地 共有放牧地分割 放牧時間／日 地区

別 
区分 

使用 
不 

使用 
無 有 

面積 

（ha） 
有 無 無 有 

面積 

（ha） 

不利 

用 

利 

用 
有 無 

面積 

（ha） 

家から

放牧地

距離

（km） 

時 

間 

放牧 

時刻 

牧童年

齢（歳） 

戸数 66 233 299 1 1  300 294 6 6 300     6 6 6 6 

対全戸比 22 78 100 0 0  100 98 2 2 100     2 2 2 2 計 

１戸平均     0.5     0.6      2.25 6.5  19.3 

戸数 13 62 74 1 1  75 70 5 5 75     5 5 9~17 5 

対全戸比 17 83 99 1 1  100 93 7 7 100     7 7 10~15 7 黄土 

１戸平均     0.5     0.62      2.5 6.4 10~16 19.2 

戸数  75 75    75 75   75       10~17  

対全戸比  100 100    100 100   100         
解家

河 
１戸平均                    

戸数  75 75    75 74 1 1 75     1 1 10~17 1 
三多 

対全戸比  100 100    100 99 1 1 100     1 1  1 

 １戸平均          0.5      1 7  20 

戸数 53 21 75    75 75   75         

対全戸比 71 28 100    100 100   100         屯里 

１戸平均                    

注：対全戸比；％ 

山羊の放牧（三多地区）
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(4) 土壌流失状況と森林への意識（表-9,10） 
 土壌流失については、全ての農家が実感し、かつ増加傾向にあると思っている。その原因と考えているものは、
第1位は開墾のし過ぎ（全農家の79％）、第2位は放牧のし過ぎ（同51％）、第3位は森林伐採のし過ぎ（同21％）
となっている。 
 土壌流失によって生じる災害と考えているものでは、第1位が農業生産力の減少（全農家の99％）、第2位が
農地の減少（同95％）、第3位が病気の増加（同85％）、第4位が保水困難（同84％）、以下草地減少、洪水増加
の順となっている。この結果から、土壌流失が農業生産、生活環境、生命の安全に影響を及ぼしていると認識し
ていることがよみとれる。 
森林の機能の重要度として、土壌流失防止、農地・宅地・道路等地表面の保護、荒地の緑化、気候調節・空気
浄化、水源涵養、保健休養、生産増大、子孫の繁栄を挙げているが、それらの重要度には大きな差はない。一方、
これらの公益的な機能に対して、木材（薪、用材）生産機能については重要性の認識が非常に低い。 
 

表-9 森林造成への意見（２の１） 

（1）土壤流失 （2）土壤流失による災害 （3）森林機能の重要度 

流失 

実感 
流失状況 

土壤流失 

の原因 地区

別 
区分 

無 有 增
加 

変
化
無 

 

少 

過

開

墾 

過

放

牧 

過

伐

採 

そ

の

他 

農

地

減

少 

農

生

産

減

少 

草

地

減

少 

保

水

困

難 

洪

水

増

加 

病

気

増

加 
そ

の

他 

土

壌

流

出

防

止 

水 

源 

涵 

養 

荒 

地 

緑 

化 

気 候 

調 節 

空 気 

浄 化 

保 

険 

休 

養 

農 地 

宅 地 

道 路 

保 護 

農 業

生 産

増 大 

放 牧 

適 地 

増 大 

薪

生

産 

用

材

生

産 

子

孫

繁

栄 

そ

の

他 

戸数  300 300   237 152 64 108 286 297 235 253 219 254 24 297 255 273 260 242 295 237 7 11 21 258 2
計 

対全戸比  100 100   79 51 21 36 95 99 78 84 73 85 8 99 85 91 87 81 98 79 2 4 7 86 1

戸数  75 75   69 51 32 9 65 72 55 62 48 52 8 72 56 60 60 62 71 71 6 11 15 61 
黄土 

対全戸比  100 100   92 68 43 12 87 96 73 83 64 69 11 96 75 80 80 83 95 95 8 15 20 81 

戸数  75 75   49 19  38 72 75 70 68 73 74 11 75 72 73 68 71 75 75   4 68 解家

河 対全戸比  100 100   65 25  51 96 100 93 91 97 99 15 100 96 97 91 95 100 100   5 91 

戸数  75 75   73 67 29 5 75 75 42 58 25 59 3 75 59 71 61 35 74 70   1 72 
三多 

対全戸比  100 100   97 89 39 7 100 100 56 77 33 79 4 100 79 95 81 47 99 93   1 96 

戸数  75 75   46 15 3 56 74 75 68 65 73 69 2 75 68 69 71 74 75 39 1  1 57 2
屯里 

対全戸比  100 100   61 20 4 75 99 100 91 87 97 92 3 100 91 92 95 99 100 52   1 76 3

注：全戸比；％ 
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 退耕還林や封山育林等の国の政策に対しては全員が賛成している。 
森林造成の経験では67％が「あり」とし、33％が条件付きながら「経験したい」としている。かつて行われた
日本のプロジェクト方式技術協力の対象地がある屯里では、森林造成経験者が92％を占め、他の3地区より高く
なっている。 
 国有地で森林を造成することについて、参加の意志は「希望する」が73％、条件付希望が27％となっている。 
 

表-10 森林造成への意見（２の２） 

（4）退耕還林・封山育林政策への見解 （5）森林造成の経験と知識 （6）国有地での森林造成への参加 

地区別 区分 賛成 不賛成 条件付賛成 経験有 条件付 

経験希望 

無 参加希望 条件付賛成 不参加 不明 

戸数 298  2 200 99  219 82   
計 

対全戸比 99  1 67 33  73 27   

戸数 74  1 47 27  64 11   
黄土 

対全戸比 99  1 63 36  85 15   

戸数 74  1 54 21  52 23   
解家河 

対全戸比 99  1 72 28  69 31   

戸数 75   30 45  69 7   
三多 

対全戸比 100   40 60  92 9   

戸数 75   69 6  34 41   

 

屯里 
対全戸比 100   92 8  45 55   

注：対全戸比；％
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(5) プロジェクトとの関係と意識(表-11) 
 プロジェクト対象地の中に自己の保有する土地を有する農家は、調査戸数の約2/3であった。 
 プロジェクトによる植林計画については、賛成83％、条件付賛成17％で反対はなく、植林作業へ参加する意志
も高い。 
プロジェクトに対しては、技術の学習・指導の場、副産物利用の場、護林員雇用の場としての役割に期待して
いる。なお、調査時点での聞き取りによれば、プロジェクトの植林作業への雇用に対する期待も大きいことが分
かっている。 
 

表-11 プロジェクトへの意見 
（1）プロジェクト対象地内で

の土地保有の有無 
（2）プロジェクトへの見解 （3）植林作業への参加 （4）プロジェクトへの期待 

自家土地内 参加条件 不参加理由 
地区別 区分 

土地証

無 

土地証

有 

自家 

土地 

外 

賛成 

 

条件付 

賛成 

反対 
報酬

必要 

報酬

不要 

農作

業 

人手

不足 

その

他 

技術 

学習 

の場 

技術 

指導 

の場 

副産

物利

用 

薪木

材払

下 

護林 

員雇 

用 

そ 

の 

他 

戸数 194 196 104 250 50  287 12    265 204 237 26 238 28 
計 

対全戸比 65 65 35 83 17  96 4    88 68 79 9 79 9 

戸数 60 60 15 64 11  74 1    70 51 67 21 44 3 
黄土 

対全戸比 80 80 20 85 15  99 1    93 68 89 28 59 4 

戸数 37 37 38 65 10  70 5    49 44 48 3 67 3 
解家河 

対全戸比 49 49 51 87 13  93 7    65 59 64 4 89 4 

戸数 50 51 24 65 10  68 6    75 39 57 2 58 6 
三多 

対全戸比 67 68 32 87 13  91 8    100 52 76 3 77 8 

戸数 47 48 27 56 19  75     71 70 65 0 69 16 
屯里 

対全戸比 63 64 36 75 25  100     95 93 87 0 92 21 

注：対全戸比；％ 
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（参考） 
第二次黄河中流域保全林造成計画 基本設計調査 社会経済調査 

地域住民への聞き取りの調査票 

 
住所  ：吉 県（        ）                   番号       

  大寧県（        ）         GPS：緯度      経度       
  蒲 県（        ） 
隰 県（        ） 

質問者 ：氏名        印 
質問月日：2001年  月  日 

 
 
はじめに：１．調査の目的を説明 
     ２．プロジェクト対象地の地図を示す 
 
１ 世帯 
(1) 戸主氏名：                   性別：男、女       年齢：   歳 
   出生地：     省      県      配偶者の有無：有、無      
 学歴：（小学、中学、高校、大学、無し） 

(2) 家族数合計（  ）人＝子供（ ）人＋労働力年齢（16～69）者数（  ）＋老人（ ）人 
(3) 雇用労働力の有無、雇用形態、人数：無、有（季節雇用   人）（常庸   人） 
(4) 現在の戸籍の所在  ①この地にある ②他の地にある（    省    県） 
(5) 他の地から来ている場合 

①この地には一時的に滞在  （  ）年前に来た （  ）年後に故郷へ帰る 
②この地の人になる 

 
２ 生活条件 
(1) 所有生活資材 

①ラジオ ②白黒テレビ ③カラーテレビ ④電気洗濯機 ⑤電気冷蔵庫 ⑥ミシン ⑦石油ランプ（洋
灯） ⑧その他（  ） 

 
(2) 文化生活 

1) 新聞購読 ①有 ②無 
2) 外部情報源 
①ラジオ ②テレビ ③村の集会や口コミ ④映画 ⑤その他（        ） 

 
(3) 交通手段、輸送手段、（複数回答可） 
   1) 荷物運搬  ①人の肩 ②荷車 ③馬車 ④小型トラック ⑤その他（  ） 
   2) 人の交通  ①自転車 ②自動二輪車（バイク） ③自動車 ④公共交通機関 ⑤その他（  ） 
 
(4) 水の利用 

1) 生活用水、飲料水の水源 
①水道 ②井戸（ⅰ専用、ⅱ共用） ③河川 ④溜池 

   2) 一人１日当たり生活用水使用量（      リッター） 
   3) 水道以外の場合：生活用水の運搬に要する時間（    時間） 
   4) 専用井戸を所有している場合   

深さ：（     ｍ） 
       形式： ①手汲み上げ ②手動式ポンプ ③動力式ポンプ 
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   5) 農耕用灌漑の水源 
①井戸（ⅰ専用、ⅱ共用） ②河川 ③溜池 

6) 家畜用水の水源 
①井戸（ⅰ専用、ⅱ共用） ②河川 ③溜池 

 
(5) 燃料 
   1) 石炭（煤炭）消費  使用し始めた年（    ）年より 
   2) 石炭年間消費量（    ）トン 
   3) 薪年間消費量 （    ）トン   
   4) 薪購入の有無 ①購入する ②購入しない 
   5) 薪の自家採取 
      どこから ①自家用農用林、②果樹用地、③放牧地 
      家から （    ）ｋｍ 
      １週間当たり回数 （   ）回      
   6) その他の使用燃料（複数回答可） 

①電気 ②石油 ③バイオガス ④家畜の糞 ⑤稲藁 ⑥麦藁 ⑦乾し草 ⑧その他（  ） 
 
(6) 現地で生活する上での要望（複数回答可） 

①水 ②道路 ③電気 ④学校 ⑤保健所・病院 ⑥その他（      ） 
 
(7) 毎月の平均支出（現金出費）   （     ）元 

うち①日常生活費（   ）元、②子供の教育費（   ）元、③生産活動支出（   ）元 
 
３ 農業生産 
(1) 農作物年間販売金額（穀物、果物、野菜等の合計） 
      ①平年作  販売金額       元 
      ②旱魃作  販売金額       元 
      ③大旱魃作 販売金額       元 
 
(2) 副収入 
   1) 手芸加工品 年間販売金額 （    ）元（年間従事日数   人・日／年） 
   2) 織物    年間販売金額 （    ）元（年間従事日数   人・日／年）3) 薬草等採集 年

間販売金額 （    ）元（年間従事日数   人・日／年） 
4) 賃労働   年間収入金額 （    ）元（年間従事日数   人・日／年） 
5) その他１（     ）年間販売金額（    ）元 

（年間従事日数   人・日／年） 
6) その他２（     ）年間販売金額（    ）元 

（年間従事日数   人・日／年） 
7) 副収入合計（      ）元 

 
(3) 土地利用別面積（単位：ムー） 

耕作地 採草・放牧地 区分 

水田 畑 

果樹園 森林 

天然草地 人工草地 

宅地 合計 

総面積         

うち土地使用証を有する土地         

 
(4) 家畜・放牧 

1) 家畜 
a 飼育頭数   
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①肉用牛（  頭） ②乳用牛（  頭） ③羊（  頭） ④山羊（  頭） ⑤馬（  頭）  
⑥豚（  頭） ⑦驢馬（  頭） ⑧鶏（  羽） ⑨その他（    ） 

  b 家畜年間平均販売額    
年間平均販売頭数   頭、 販売金額    元、 
年間自家消費頭数   頭 

c 飼育方式 
①放牧のみ ②舎飼いのみ ③放牧＋舎飼い 

2) 飼料牧草 
  a 購入飼料の使用の有無   ①使用 ②使用しない 
  b 採草用の私有地を持っていますか？  

①無い  ②有る 採草用私有地（     ）ha 
    c 採草用の共有地がありますか？ 

①無い  ②有る 
   3) 放牧地 
  a 放牧用の私有地を持っていますか？  

①無い  ②有る 放牧用私有地（     ）ha 
    b 放牧用の共有地を利用しますか？ 

①利用しない ②利用する 
c 共有地は各戸専用地として分割されていますか？ 
  ①分割されていない ②分割されている 専用面積（     ）ha 
d 家から放牧地までの距離 （      ）km 
e １日あたりに放牧時間  （      ）時間、（   時～   時） 
f 牧童を担当するものの年齢 （    ）歳 

 
４ 森林造成に対する意見 
(1) 土壌の流出 
1) 土壌が流出している実感はありますか 
   ①無い  ②有る 
 2)  土壌流出は増加していますか？ 

①増加  ②同じ  ③減少 
 3)  土壌流出の原因は何だと考えますか？（複数回答可） 

①過開墾 ②過放牧 ③過伐採 ④その他 
 
(2) 土壌流出による被害 

土壌が流出することによって、何か被害が有りますか？ 
①農地の減少 ②作物の収量の減少 ③草地の減少 ④水確保が困難 ⑤洪水の増加 
⑥病気の増加 ⑦その他            

 
(3) 森林の働きについて何が重要だと思いますか？（複数回答可） 

①土壌流出の抑制 ②水源涵養 ③荒地の緑化 ④気候の調節・空気の浄化 ⑤健康に有益 
⑥農地・家・道路の保護 ⑦食糧増産 ⑧放牧適地の拡大 ⑨薪の生産 ⑩木材（薪を除く）の生産 
⑪子孫後世に対して有益 ⑫その他（       ） 

 
(4) 退耕還林、封山育林など森林造成のための政策について、どのように考えますか？ 
     ①いいことだ ②耕作や放牧ができなくなるから困る ③条件が満たされれば賛成（条

件：                            ） 
 
(5) 森林造成（植林）の経験や知識 
     ①実施経験あり ②経験無いが知っている ③知らない 
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(6) 貴方は、国の土地に森林造成（植林）を請け負って行う気持ちはありますか。 
     ①行ってみたい ②条件が満たされれば行ってみたい（条件：  ） ③行わない ④分からない 
 
５ プロジェクトに対する意見 
(1)  地図で示した場所で、土壌流出防止のために森林造成（植林）を計画しています。 
1) この場所の中に貴方が耕作や放牧を行っている土地が含まれていますか。 
① 含まれている  ②含まれていない 

2) 「①含まれている場合」その土地は、土地使用証を有する土地ですか 
①有する      ②有さない 

 
(2) 貴方はこの計画に賛成しますか？ 

①賛成 
②条件付賛成 
条件（                               ） 

③反対 
 
(3) 植林作業に参加しますか？ 

①参加する  ⅰ．労賃が支払われるなら。 
       ⅱ．労賃が支払われなくとも。 
②不参加   ⅰ．他の農作業の仕事がある。 
       ⅱ．家族に人手がない。 
       ⅲ．その他の条件（                    ） 
 

(4) プロジェクトに期待することがありますか？（複数回答可） 
    ①技術を学ぶ場として利用させてほしい（見学など） 
    ②地域の住民に技術指導をしてほしい 

③副産物（果実、下草など）を利用できるようにしてほしい 
    ④薪や木材を売ってほしい 
    ⑤護林員として働かせてほしい 
    ⑥その他（                               ） 
        （                               ）              
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